
局 部 課

3 年度

9

10

2,713

88% 108%

2,922

達成率

令和4年度 令和5年度 令和6年度

専門家等による相談件数

当該指標を選定した理由
堺商工会議所が実施する市内事業所の安定化及び発展に係る事業（相談窓口の設置）の充実が目的

達成に寄与するため

目標値の設定根拠・算出方法 専門家等が行った相談件数。令和5年度の実績を踏まえ2,922件を目標とする。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 3,090 2,713 2,922

実績値

実績値 20,221 20,700

達成率 102% 102%

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 

点検対象年度

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

法人市民税（法人均等割）の納税

義務者数
社

目標値 19,780 20,221 20,700 19,850

当該指標を選定した理由 市内産業の安定化及び発展を支え、ひいては税源の涵養につなげるという事業目的に適しているため。

目標値の設定根拠・算出方法 目標は、前年度の法人市民税（法人均等割）における納税義務者数を上回ること。

件

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

◆小規模企業高度化及び経営安定化指導相談業務

　市内中小事業者に対する創業・経営、税務・経理・事業承継、法律、労務管理、ＩＴ支援等の相談に応じる相談

窓口の設置や専門家派遣を実施

◆経済振興指導団体事業

　堺商工会議所が実施する経営支援事業や人材確保・育成支援事業等の市内事業者のニーズに沿った取組を支援

◆販路開拓・取引拡大支援事業

　市内事業者の競争力強化と取引拡大を図るため、堺商工会議所が実施する、大手企業に対して市内中小事業者が

自社商品を売り込む「売り込み型商談会」や、商品PR力向上及び販路開拓の促進に資するセミナーの開催等の事業に

加え、オープンファクトリーの推進に資する事業を支援

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 堺商工会議所

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

7

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

堺商工会議所が実施する市内事業所の安定化及び発展に係る事業を支援することにより、市内産業の安定化及び発

展を支え、ひいては税源の涵養に繋げる。

5

市内中小企業者等
対象数 単位

―

公民連携・協働事業

点検対象年度 令和

施策― 　―　

ゴール⑻働きがいも経済成長も ターゲット

―

― 目標値

昭和 59
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[ 令和5年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

事務事業名 経済振興指導団体事業 事業番号 015-008

担当部署名 産業振興 産業戦略 地域産業

Ⅰ．基本情報

有 取組 中小企業の資金調達の円滑化

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ―

2 関連計画

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

8.3

―

無

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

事業開始年度

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

4

事業の概要

実施根拠
商工会議所法等

（根拠法令、条例等）

指標名

無 現状値

年度

堺産業戦略

―



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

（ ）

14

15

10,116

3,462

R5

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

単位区　　分

R6 予算

単位当たり経費

17

16

10,546

3,887

10,098

R6 予算 8,496

令和5年度

予算

うち

一般財源

0

36,217

40,996

決算 当初予算 決算

経済振興指導団体事業補助金
R5 決算 16,768 16,768 R5 決算

小規模企業高度化及び経営安定

化指導相談業務委託料

R6 予算 16,768 16,768 R6 予算

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 34,151

当初予算

0

R5

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

本事業は、堺商工会議所を通じた中小事業者振興を実施しており、専門家等による相談窓口を開設する等きめ細やかに対応をしている。令和5年

度は前年度と比較して、小規模企業高度化及び経営安定化指導相談業務において、インボイス制度や事業承継、BCP（災害などの緊急事態にお

ける企業の事業継続計画）等についての相談件数が増加したこと、また職員数の減少により人件費が削減されたことにより、単位当たり経費は減少し

た。

本事業は、堺商工会議所が実施する市内事業所の安定化及び発展に係る事業を支援するものであり、地域の持続的発展には欠かせないものであ

る。専門家等による相談窓口を開設するなど、きめ細やかに対応しており、諸問題の解決に向け取り組むことで小規模事業所の健全な発展と振興を

図っている。また、大手企業に対して市内中小事業者が自社商品を売り込む「売り込み型商談会」においては、商談件数が588件を数え新たな取引

への発展が期待できる結果となるなど、市内事業者の競争力強化と取引拡大に寄与した。

R6 予算 10,905 10,905 R6

販路開拓・取引拡大支援事業補

助金

備考（算出についての説明等） ②年間経費は、小規模企業高度化及び経営安定化指導相談業務に係る人件費と当該業務委託料の合計

19

令和4年度

2,713

R5 決算 R5 決算

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

① 専門家等による相談件数 件

Ⅳ．事業の効率性

R5 決算

事業費

R6 予算 48 48 R6 予算

R5 決算 21 21

0

8,496 R6 予算

R5 決算 8,496 8,496 R5 決算

36,217

人件費  （ｂ） 6,396 5,576 5,103 4,779 4,779

年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

事

業

費

内

訳

項　　　目

予算

決算 10,098

R6

通信運搬費

受益者負担金(使用料、手数料等）　

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 40,547 40,959 41,320 40,162

35,383 36,217 35,383

令和6年度

Ⅲ．投入量

（単位：千円）

事業費  (a)

0

市債 0

決算

34,151 35,383 36,217 35,383

その他

府支出金　13

項　　　目
令和3年度 令和4年度 令和5年度

事務事業名

財

源

内

訳

国支出金

経済振興指導団体事業 事業番号 015-008

令和6年度　事務事業評価シート（２）

決算

2,922


